
（案１）

松江地方合同庁舎６階　　　　　　

電話　050-3160-6130　　　　　　

島根森林管理署

令和８年度

第　６　回

立木公売のご案内

令和8年10月29日（木曜日）13時20分開始

入札場所：島根森林管理署　会議室　　　　　

住　　所：島根県松江市向島町134-10      　



種類

口数 4 口

本数 16,675 本

数量 13,174.24 ㎥

2.50%

2.50%

令和８年度

第 ６ 回 立 木

国 有 林 野 産 物 公 売 公 告

次のとおり、一般競争入札参加有資格者による公売を行いますので、公売物件一覧表等を参照し、現物熟覧のうえ、
国有林野の産物売払規程・国有林野事業林産物契約約款・入札者注意書並びに特約事項を承諾して、指定日時に入札し
てください。

入札日時

令和8年10月29日（木曜日） 延納期間 １０ヶ月以内

産物の種類
数量及び
所在場所

立

木

スギ外3

詳細並びに場所は、別紙公売物件
一覧表のとおり

入札場所 島根森林管理署 会議室

即時開札 物件の引渡期間

――

立木１号

立木２号

代金を完納した日もしくは延納
担保提供の日から１５日以内

――

――

立木２号

代金の延納
（１件の契約

――

立木３号

立 木

令和8年10月28日（水曜日）

締切時刻 13時30分 上記以外

立木４号

――

官収分
(別紙１のとおり)

についてのみ
認めます。

民収分については、
現納とします。

延納を
認める
範 囲

開始時刻 13時20分
延納担保
及び利率

銀行支払
保証手形

立木１号

立木３号

立木４号

――

代金が150万円
以上のとき）

物 件 の
搬出期間

３６ヶ月17時00分

島根森林管理署

――

――

１号～4号

契約締結の日から起算して

２０日以内

郵便入札

最終到着
日時及び
受付場所

契約締結期限 令和8年11月18日（水曜日）

入札保証金

免除します。

ただし、落札者が契約を締結しないときは
、入札金額(消費税及び地方消費税を除く金額
)の１００分の５に相当する金額を違約金とし
て徴収します。

代金納入及び
延納担保提供
期限

島 根
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特約事項等

１

２

３

４

５

６
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松江市向島町１３４－１０ 松江地方合同庁舎６F

TEL：050-3160-6130(IP) 0852-24-5452(NTT)

E-mail:kc_shimane@maff.go.jp

　入札にあたっては、一般競争参加資格（林産物売払い）の有資格者であることが必要となります。

（詳細は、別記３「特約事項」参照）

この入札及び契約は、分任契約担当官 島根森林管理署長 児玉 望 が担当します。

令和８年９月28日

島 根 森 林 管 理 署

〒690-0841

　入札の結果、落札となった場合は、落札者名を記載した入札結果（分収育林等を除く）を森林管理
局ホームページにおいて公表しますので、ご了承ください。

　その他詳細については当署へお問合せください。 

そ
の
他

　契約書案等は当署において閲覧してください。

　現地案内参加希望者は現地案内の前日17時（前日が休日の場合はその直前の平日17時）までに、別
紙現地案内担当者又は島根森林管理署業務グループ（経営担当）まで必ずご連絡ください。
※前日までに連絡が１者も無かった場合は現地案内を実施いたしません。

  分収林に係る適格請求書（インボイス）については、別紙２のとおり

　暴力団排除に関する特約条項（別紙３のとおり）

　立木４号の入札に参加するためには、上記のほかに間伐技術者認定を受けていることが必要です。

　一般競争参加資格（林産物関係）の有資格者であっても、現地案内に参加していない者は、原則として本入札に参加する
ことはできないものとします。
　ただし、やむを得ない事情で現地案内に参加できない場合は、別紙現地案内担当者又は島根森林管理署業務グループ（経
営担当）まで必ずご連絡ください。

　別記１、２、３「特約事項」に留意し島根森林管理署の指示に従うものとします。

　納付期限及び延納担保の提供期限満了の日が、土曜日、日曜日、国民の祝日及びその他の休日（金融機関等の休業日を含
む）にあたる場合は、満了の日をその前日（前日が土曜日、日曜日、国民の祝日及びその他の休日（金融機関等の休業日を
含む）の場合はさらに繰り上げていく）とします。

　売買物件は、代金の全部（国有林野の産物売払規程第２７条第２項による違約金を徴収する場合にあっては、代金の全部
及び当該違約金）の納入があった日又は代金延納担保の提供（国有林野の産物売払規程第２９条第２項による違約金を徴収
する場合にあっては、代金延納担保の提供及び当該違約金の納入）があった日（代金延納担保の提供を免除する旨の特約が
ある場合には、契約締結の日）から１５日以内に買受人立会のうえ引渡しを行います。

　売買代金の延納については、担保が、金融機関が支払保証した支払保証手形であるときは、当該金融機関の保護預り証及
び分任契約担当官の定める様式により、当該金融機関が作成する請書に、担保物件差入書を添えて分任契約担当官に提出し
てください。
　民収分については、延納は認められませんので現納とします。

　物件の引渡しに当たっては、代金納入領収書(写)及び民収分の代金を納入したことが確認できる書類の写しを提出してく
ださい。

　郵便入札の場合は、書留とし封筒の表に「令和８年度第６回立木公売の入札書在中」及び「売払番号」を朱色で記載して
ください。

　入札金額は、消費税及び地方消費税を除いた金額であるので、契約金額は、入札金額の１０％に相当する金額を加算した
金額とします。



別紙１

―― ――

―― ――

―― ――

代金の延納
（１件の契約代金が１
５０万円以上のとき）

延納を
認める
範囲

立木１号 官収分（51.15％）ついてのみ認めます

立木２号 官収分（87.57％）ついてのみ認めます

立木３号 全額（官収分）認めます

立木４号 官収分（30.00％）ついてのみ認めます

―― ――





％

％

％

インボイスについては、全省庁統一の登録番号を記載した契約書等によることとし、契
約締結後に交付することとします。なお、仕入税額控除の対象となる消費税額は、適格請
求書発行事業者（課税事業者）の分のみとなり、下記の物件の入札書に記載された金額に
対する割合は次のとおりとなります。入札に際し、注意願います。

※分収者には、免税事業者が含まれる場合があるため、インボイスに記載する仕入税額控
除の対象となる消費税額は、契約金額に含まれる消費税相当額（税率10％）とは一致しな
い場合があります。

※ 当該割合は、現時点で把握している数値であり、変動する場合があります。

別紙２

適格請求書（インボイス）交付について

5.34

8.75

3.00

立木１号

立木２号

立木４号













別紙４

※入札公告時点

入札番号 供託者数

１名（１口）

２名（２口）

松江地方法務局 本局

松江地方法務局 出雲支局

船通山国有林

立木２号

立木１号

国有林 供託先

１００１は２・は３、

１０１５い３林小班

供託予定箇所一覧表

広島法務局 廿日市支局 １名（１口）
会下国有林

１２０３ろ・に林小班









別記３

１

２

３

間伐技術者認定の有無の確認については、島根森林管理署へお問合せください。

なお、間伐技術者認定を受けていない場合であって、本物件の入札への参加を希望される場合は、

令和８年10月19日（月）までに別紙９「間伐技術者認定審査申請書」にて島根森林管理署に申請を行

４

５

い。

６

(３) 売買契約締結に際し、別紙５-２「振込先口座情報の取扱いに関する誓約書」を提出してください。

面積比例して算出していますので、入札に参加を希望される場合は、必ず事前に現物熟覧してください。

【標準地面積：スギ：0.06ha ヒノキ：0.09ha】

代金の支払い方法

分収木の売買代金は、国及び分収造林契約者（以下「契約者」という。）に分収金（消費税相当額を含

む。）として、持分割合に応じて買受人が払い込んでください。

(１) 国に支払う代金(以下、「官収分」という)は、国の発行する納入告知書により納付してください。

(４) 振込等にかかる費用は全て買受人において負担してください。

延納金及び延滞金

(１) 売買代金の延納は、官収分に相当する金額についてのみ認めるものとし、民収分は現納してくださ

(２) 売買代金の支払に係る延滞金については、官収分に係るものは国に、民収分に係るものは契約者に

支払いしてください。

分収造林（間伐）箇所の立木販売における特約事項

販売対象木

立木の調査方法及び現物熟覧

立木４号の立木調査は標準地調査法により行っており、立木材積は以下の標準地における立木材積を

(２) 契約者に支払う代金(以下、「民収分」という)は、国が指定する契約者の振込先金融機関の口座に払

い込んでください。

保安林等による法令制限

立木４号は水源かん養保安林に指定されています。

後、伐採・搬出が可能となります。

本物件は、分収造林に係る定性間伐（材積間伐率 スギ：19.37％ ヒノキ：22.76％）の物件です。販売対
象木は材の大小、良否にかかわらず、全て伐採してください。

入札参加資格

本物件の入札に参加するためには、一般競争入札参加資格（林産物売払い）の有資格者であることのほ

かに、間伐技術者認定を受けていることが必要です。

い、認定を受けてください。

売払物件の区域内の伐採協議のみ島根森林管理署にて協議を行っています。区域外の搬出支障木の

伐採及び区域内外を問わず搬出のための土地の形質変更等を行う場合であって、当該箇所が保安林等

の法令制限地である場合は、買受人が島根県等の許認可機関に対し申請等を行い、許可等が得られた

立木４号



７

８

の手続きが整った後の契約締結になります。

９

10

(３) 森林作業道の線形及び土場を記載した「路線計画図」を提出し、島根森林管理署長の承認を受けて

ください。

(２) 森林作業道の線形及び土場を記載した路線計画図と、別紙８「伐採及び搬出に係るチェックリスト」を

契約締結後速やかに提出してください。

(４) 路線計画を変更する場合は、変更計画を速やかに提出してください。

(５) 搬出終了後の施工状況等の検査により、林地保全上特に問題があると認められる場合は、買受人の

森林作業道

(１) 森林作業道を作設する場合は、別紙７「森林作業道作設仕様書」に基づき作設してください。

また、搬出支障木が発生する場合は、搬出支障木の選木及び標示も併せて買受人が行うものとします。

なお、売払区域外の搬出支障木については、分収育林及び分収造林等以外の国有林についてのみ認

めますが、支障木の発生は最小限とし、事前に島根森林官署又は管轄の森林事務所に相談してください。

標示の方法は、間伐木及び搬出支障木全てについて、胸高部への白テープ一線環状巻き及び根際へ

の当森林管理署が指定する印付けとし、森林管理署の確認をもって販売対象木が確定するものとします。

なお、選木が不適切な場合は、選木及び標示をやり直すことになります。

間伐木等の伐採・搬出

間伐木の伐採・搬出については、買受人が行った標準地以外の区域における間伐木の選木及び標示

の結果を島根森林管理署長が適当と認めた場合に限り着手できるものとします。

積（延長×伐開幅とします。）で比例して算定することとします。

ただし、公売物件の間伐木（販売対象木）の材積は控除します。

≪算定例≫
標準地 ： 面積500㎡、全立木材積7.20㎥
公売物件の材積間伐率 ： 35％
森林作業道の面積 ： 延長1,000m×伐開幅５m＝5,000㎡

⇒ 森林作業道の支障木の材積 ： 5,000㎡／500㎡×7.20㎥×（100％－35％）＝46.8㎥

※ 実際の計算は、標準地内における各直径階の本数を面積比例しますので誤差が生じます。

搬出支障木については、買受人が行った選木及び標示を島根森林管理署長が適当と認めた場合には、

公売物件とは別に売買契約を締結し、当該支障木に係る売買代金の納付が確認された後に可能となりま

す。

なお、搬出支障木に係る区域に法令制限がある場合は、搬出支障木の売買契約は、各種法令の許可等

売払物件区域内における搬出支障木の材積算定

可は不要ですが、買受人が工事主として府県知事等への届出が必要になります。

負担において植栽や盛土の転圧、排水溝の設置等の措置を講じさせる場合があります。

(６) 売買契約の締結から伐採・搬出作業の完了までに、本物件が新たに宅地造成及び特定盛土等規制

法(昭和36年法律第191号。以下、「盛土規制法」という。)第26条に規定する特定盛土等規制区域に指

定された場合は、盛土規制法を遵守し、森林作業道等の作設を行ってください。なお、規制区域の指

定日以前に、盛土規制法の規制対象となる規模の残土処理を行っている場合には、府県知事等の許

本物件の区域内における搬出支障木の材積は、標準地内の立木材積を森林作業道・架線支障木の面

及び標示を参考にして、買受人において行うものとします。

間伐木等の選木及び標示

本物件の標準地以外の区域における間伐木の選木及び標示は、売買契約締結後に、標準地内の選木
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作業予定表の提出

買受人は売買契約締結時に島根森林管理署が交付する「作業予定表」に必要事項を記入し、作業着

手前に管轄の森林事務所へ提出してください。

国有林外の土地使用について

(１) 搬出・土場敷等で民有地等（私道、里道、水路を含む）を使用・占有する場合は、買受人が地権者等

と交渉し、承認を得てから使用してください。国有林外の作業に当たり、各種法令制限がある場合は、

買受人が必要な手続きを行ってください。

(２) 民有地等を使用した場合は、搬出後に原状回復を行い、地権者等から承認を得てください。

無料利用承認

搬出・運搬作業等で公売物件区域外の国有林内の土地を使用する場合には、事前に管轄する森林事

務所に相談してください。使用について島根森林管理署長が支障がないと認めた場合、 無料利用承認

の手続きを行います。

なお、公売物件区域外の国有林内に作設した森林作業道や土場については、森林管理署との協議に

より不要とされる場合を除き、搬出完了後は原則植栽等による原状回復の上、返地となります。

搬出に係る注意点

（１) 事業の実施にあたっては、地元関係者の理解と協力が得られるよう努めてください。

また搬出にあたり、地元集落の生活路を走行する際には、減速するなど事故防止に細心の注意を払

ってください。

(２) 運搬等で公道を通過する場合は各公道の規定に従ってください。また、公道を占有並びに使用する

(３) 隣接民家及び付帯施設に対し、損傷を与えないでください。

(４) 隣接民家の生活用水のため、汚濁防止及び末木枝条等により沢水をせき止めることのないよう注意し

てください。

前に島根森林管理署と調整を行ってから使用してください。

その他

(１) 売払物件の区域周辺の立木及び境界標等の保護に努め、損傷を与えないでください。

やむを得ず境界標を損傷させる恐れのある場合は、事前に一時撤去の申請を行ってください。なお、

撤去・復元に関する経費は買受人の負担となります。

必要が生じた場合は、買受人が許可申請等の手続きを行い、道路管理者の承認を得てから使用してく

ださい。

(３) 公道・作業道・林道等を運搬等により損傷を与えた場合は、買受人の負担において使用開始前と同

等の状態になるよう修繕してください。

(４) 公道・作業道・林道の使用にあたっては、島根森林管理署の他事業と競合する場合には、事業実行

また、1057つ林小班には貸付契約地が存在します。搬出の際、木橋を一時的に撤去し、通行するこ

当該イベントに影響が出ないように搬出時期や対応について、事前に森林管理署と協議してください。

(５) 1057つ、な林小班は「社会貢献の森」に設定されています。例年７、８月頃にイベントを開催しており、

とは可能ですが、土場敷等による占用はできません。また、通行する場合は、イベント開催時期及び搬

出完了時には原状回復を行ってください。

(２) 末木枝条等の処理については、谷や川、公道沿いや急傾斜地に放置せず、物件区域内の可能な限

り平坦地又は緩傾斜地に崩れないように集積してください。



⑥ 市町村長から林野火災注意報が発令された場合には、火の使用の制限の努力義務の対象として指
定された区域を確認するとともに、林野火災注意報が解除されるまでの間、火の使用の制限に従うよう
努めること。また、林野火災警報が発令された場合には、火の使用の制限の対象として指定された区
域を確認するとともに、火の使用制限を徹底すること。

ださい。

(５) アフリカ豚熱(ASF)対策として、野生いのししの感染が確認された場合の都道府県が実施する防疫措

置に基づき、消毒ポイントにおける消毒の実施や帰宅後の靴底の洗浄消毒等を行ってください。

(３) 売払物件周辺の河川及び沢に対しては、汚濁防止対策に万全を期してください。

(7) 買受人は、上記(6)の各事項について、作業に従事するすべての作業員に対して、周知徹底してくだ

さい。

④ 指定場所において火気の使用を伴う喫煙を行う際には、周辺の可燃物（落葉落枝等）の除去を徹底
するとともに、吸い殻に残った火による火災発生を防止するため、喫煙後は消火を徹底した上で、吸
い殻は必ず持ち帰らなければならないこと。

⑤ 刈払機、チェーンソー等の機械を枯草や枝条等のある作業地で使用する際には、飛び火等による
火災を起こさないよう注意して作業を行わなければならないこと。

(6) 買受人は、林野火災予防の取組として以下の措置を講じてください。

① 作業現場及びその周辺の産物等の保全と火災の予防について万全の措置を講ずるものとし、作業
実行に伴って発生した雑木、草等を野焼きしてはならないこと。

② 作業員等の喫煙場所を指定し、指定場所以外での火気の使用を禁止しなければならないこと。
③ 喫煙場所を指定する際は、車内・屋内及び林道・作業道等の路網上を優先して指定することとし、作

業中の喫煙を厳禁としなければならないこと。

(４) 山林での作業用の靴の履き分けや、下山時や帰宅時の靴及びタイヤの土落とし等、平時における感

染防止対策に協力するとともに、野生いのししの死体発見時には管轄の自治体に速やかに通報してく












































